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自治体名 主な事業内容 大学・学部名

日 野 市

【男女平等行動計画基礎調査】
男女平等行動計画の策定にかかわる
市民アンケートの設計や結果の分析
等を協働で行い、学術的な見識によ
り男女平等施策を考察する。

実践女子大学
生活科学部

国分寺市

【「eLen」を活用した例規の整備】
例規の制定改廃を行う際に、大学が
開発した例規検索システム「eLen」
を活用し、全国の自治体の動向等を
把握する。

名古屋大学
法学部

国 立 市

【公共施設等のあり方に関する
研究事業】

市の財政状況や人口動態、既存公共
施設等の現状把握を行い、今後の公
共施設のマネジメントのあり方につ
いて研究を行った。

東洋大学
ＰＰＰ研究
センター

福 生 市

【学力向上策研究】
教育経済学の観点から、タブレット
端末を用いた学習効果の検証を行
う。また、児童・生徒一人ひとりの
学びのプロセスを解明し、つまずき
の原因とその解消法を把握する。

慶應義塾大学
総合政策学部

狛 江 市

【Q-Uアンケート】
カウンセリング心理学の知見に基づ
き、学校生活における満足度や意欲
等に関するアンケートの実施・分析
を行い、不登校の予防や学力中・下
位層等の学力向上、特別な支援を必
要とする子どもの発見・対応をめざ
す。　　　　　　　（ほか、２事業）

早稲田大学
教育学部

羽 村 市

【健康寿命延伸プロジェクト
『生涯スポーツの機会提供プログラム』】
運動をすることが不安だったり、運
動を続けることが困難な個人を対象
に、相談・指導を行い、運動プログ
ラムを提供する。

杏林大学
保健学部

武蔵野市

【環境配慮設備の省エネ効果に
関する共同研究】

最新の環境配慮設備の省エネ効果の
計測を行い、省エネ効果の理論値と
の比較・検証等を行う。
※後述の「３．取組事例」で紹介。

成蹊大学
理工学部

⑶　大学の研究成果を活用することのメリット
　大学の研究成果を活用した事業を実施した

（している）12自治体における大学の研究成果
を活用することのメリットは、「最先端のノウ
ハウや技術をとり入れることができる」が最も
多く（９自治体）、次いで「地域特有の課題や
事情に即したノウハウや技術をとり入れること
ができる」（８自治体）、「研究のフィールドを
提供できる等、大学に対して利点をもたらすこ
とができる」（７自治体）となりました【図３】。
　⑵の【表】の事例にもあるように、対象とな
る大学は、地域内の大学と地域外の大学があり

ます。地域内の大学であれば、「地域の課題や
特性を踏まえた知見」を得られることが特にメ
リットになっていると考えられます。一方、地
域外の大学であれば、「最先端のノウハウや技
術」を得られることが大きな魅力になっている
と考えられます。また、大学を地域の課題解決
のためのパートナーと認識し、関係性を築いて
いくことも重要視しているようです。

● 図３ 活用のメリット
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民間のコンサルタント等を活用
するよりもコストがかからない

大学の持つ人脈をいかすことができる

研究のフィールドを提供できる等、大学に
対して利点をもたらすことができる

地域特有の課題や事情に即したノウハウや
技術をとり入れることができる

最先端のノウハウや技術を
とり入れることができる

当該事業や自治体のPRになる

事業数
（N=12　複数回答）

⑷　今後の方向性と課題
　大学の研究成果の活用に関する今後の方向性
については、全体の約４分の３の自治体が、「積
極的に活用したい」、「活用できそうな事業や大
学の研究成果があれば活用を検討したい」と考
えていました【図４】。活用に前向きな自治体
が多くなっています。
　一方で、「活用を考えてはいない」、「分から
ない」と回答した自治体に、その理由をたず
ねると、「自治体と大学双方の目的やニーズの
マッチングが難しい」が最も多く（６自治体）、
次いで「どのような事業で大学の研究成果を活
用できるのか分からない」、「大学にどのような
研究成果があるのか分からない」（各５自治体）
となりました【図５】。⑴で述べたように、現在、
研究成果の活用が積極的に行われていない背景
には、このような理由があるとも言えます。
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● 図４ 今後の方向性
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● 図５ 活用を考える上での課題
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（N=10　複数回答）

　自治体の事業の中で大学の研究成果を活用す
ることには様々なメリットがあり、活用に前向
きな自治体も多く見られました。その一方で
は、大学側とのマッチングが難しい、どのよう
な事業で研究成果を活用できるのか分からない
といった課題も挙げられています。
　そこで次章では、大学の研究成果を活用した
事業の取組事例を紹介し、課題解決のためのヒ
ントを探ります。

３．大学の研究成果の活用に関する
取組事例の紹介

環境配慮設備の省エネ効果に関する
共同研究（武蔵野市）

◆　事業の目的・概要
　環境負荷を低減し、持続可能なまちづくり
をめざすためには、市域のエネルギー使用量
を削減する必要があります。武蔵野市におい
ては、市域のエネルギー使用量の約４割を民
生業務部門※１が占めており、事業所のエネ
ルギー使用量の削減が課題の一つとなってい
ます。
　そこで、商業ビル等の建物のエネルギー使
用を効率化させる方策を導き出すため、成蹊
大学の新校舎に導入した環境配慮設備※２を
題材に、省エネ効果の計測・検証を行います。
　また、計測によって得られた数値（実数値）
とカタログ等に掲載されている省エネ効果の
数値（理論値）との比較・検証を行います。
事業形態は、武蔵野市（環境部　環境政策課）
と成蹊大学（理工学部　システムデザイン学
科）との共同研究です。
※１　企業の事務所や百貨店・サービス業等の第

三次産業等
※２　太陽光集熱パネル、自然換気システム、地

中熱利用換気システム等

〈事業の選定過程　～複数テーマの提案～〉
　今回の共同研究のそもそもの始まりは、武
蔵野市が成蹊大学から「連携プロジェクト」の
提案を受けたことでした。このプロジェクトは、
成蹊大学と武蔵野市との協働で地域の課題に取
り組むため、学生たちが授業の一環として吉祥
寺の街に関する課題を発見し、その解決方法を
市に提案するというものでした。
　以前から、武蔵野市は、生涯学習分野の市民
向け講座や各種委員会等において、成蹊大学を
はじめ、市域内や近隣の大学と連携を進めてき
ました。そのような中、地域連携の新たな一歩
として、このプロジェクトを開始することに
なったのです。
　プロジェクトを進めるにあたってまず初め
に、取り上げるテーマを決めるため、理工学部
の研究内容から取り組むことができそうな行政
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